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分公司は総公司の特殊労働時間制を適用すべきか

一、事実経緯

2004年12月18日、張氏は北京海産物販売公司の上海分公司（以下、上海分公司という）に入社し、倉庫係を担当した。
2006年3月1日及び2007年3月1日、張氏が上海分公司とそれぞれ1年間を期限とする労働契約を結んだ。

2007年9月4日、北京市労働と社会保障局は、北京海産物販売公司に対して公司での高級管理者、トラック運転手、倉庫運搬員への不定時労働時間制を実行することを許可する通知書を発行した。

2008年2月27日、上海分公司の人事担当は口頭で張氏に対して労働契約の期限満了をもって労働契約を更新しないと通知した。翌日、上海分公司は、張氏宛貴方と当社との労働契約は2008年2月29日期限が満了した。当社が貴方と労働契約を更新しないという1枚通知書を発送した。張氏が終に上海分公司を離職した。

2008年3月28日、張氏は、労働争議仲裁委員会に仲裁を申し入れ、上海分公司が2004年12月から2008年2月までの残業代80420.13元及び25％の経済補償金20105.03元を支払うよう求めた。

二、裁決の旨

労働争議仲裁委員会は、上海分公司が張氏に対して2006年3月から2007年8月までの休日残業代の差額9469.54元を支払えと裁決した。張氏及び上海分公司は共にその裁決を不服し、裁判所に提訴した。

三、判決の旨

一審裁判所は、審理し、双方の労働時間制度に関する陳述により、張氏が上海分公司での勤務期間中、休日残業の状況が存在していることを確認できたことによって、上海分公司が法により相応しい残業代を支払うべきである。2007年9月前の残業代が既に仲裁時効を超えたという上海分公司の抗弁意見に関して、双方の争議が生じた日は労働関係の終結の日なので、張氏が2008年3月28日仲裁を申し入れることは仲裁申入期限を越えなかったと認めた。

2009年4月2日、一審裁判所は、上海分公司が張氏に対して、2004年12月から2008年2月までの期間における残業代差額15707.16元及び25％の経済補償金3926.79元を支払えと判決を下した。

双方は共に一審判決を不服し、上訴したが、2009年6月29日、二審裁判所は上訴を退け、一審判決を維持すると判決した。

四、コメント

1、本案は特殊労働時間制の申請及び執行に関する判例である。本案の争議焦点としては、北京海産物公司の不定時労働時間制は上海分公司に適用されるべきかどうかによって、張氏が休日残業代を取得する可能か否かを決める。

２、特殊労働時間制の申請は属地管理の原則に基づいて、総公司であろうか分公司であろうかを問わず、一律してその工商登録所在地の労働行政部門に申請しなければならない。

３、上海市の場合、原の上海市労働保障局の「上海市企業不定時工作制と総合計算工時工作制の審査弁法」の公布に関する通知「滬労保福発（2006）40号」の第4条の規定により、企業は不定時工作制と総合計算工時工作制を実行する場合、企業所在工商登記登録地の区県労働と社会保障局に申請しなければならない。但し、企業は年を単位とする総合計算労働時間制（同時に不定時労働時間制実行の申請を含む）を実行する場合、市労働と社会保障局（以下、労働保障行政部門と通称する。）に申請しなければならない。

４、本案では、北京海産物販売公司は地元労働行政部門に不定時労働時間制を申請し、許可されたからと言っても、上海分公司は当然そのまま北京総公司のその許可に従って不定時労働時間制を実行できない。上海分公司は不定時労働時間制を実施するなら、法定手順に基づいて、その上海の工商登録地の労働行政部門に不定時労働時間制を申請しなければならない。上海分公司は、該当申請をしていなかったため、不定時労働時間制を適用できず、張氏が休日残業をした場合、法定基準で残業代を支払わなければならない。


国家税務総局の個人所得税課税に関する回答

2012年4月11日、国家税務総局所得税司巡視員廬云が国家税務総局のウェブサイトにてネット読者から寄せられた個人所得税課税に関する質問を回答した。その回答を以下の通り纏めました。

１、会社が出張者に支給した交通費と食事代について個人所得税は課されるか？また毎月通信手当についても同じか？

(1)規定により、会社は現金方式で出張者に支給した交通費、食事代を当月給与と合算し、個人所得税を計算し代納するが、会社は国家の関連基準により、出張者の実際に発生した交通費、食事領収書を会社費用として精算する場合、個人所得税は課されなくてよい。

(2)通信費手当について、所在地省市政府では通信費免税基準を決めた場合、非課税できるが、免税規定がなければ、会社がその手当を支給する場合、個人所得税を課す。

(3)規定により、個人に支給する福利について現金であろうか実物であろうかを問わず、一律して個人所得税を徴収する。但し、現在、集団が享受し、分割できず、非現金方式による福利に対しては、原則的に個人所得税が課税されない。

(4)個人が仕事で市街区域または郊外で仕事し、勤務先での食事に戻れず、外食を必要とする場合、実際の食事回数により合理的な基準で支給された食費に個人所得税を徴収しない。但し、個別の会社が食事補助名義で従業員に支給した補助、手当に個人所得税が課税される。

２、補充医療保険、一人っ子費または一回きりの3万元着任手当に個人所得税を課税するか？
(1)現行個人所得税法及び関連政策規定により、会社が従業員の為に納付した補充医療保険を当月給与と合算し、個人所得税を課税しなければならない。

(2)一人っ子費に対して、一人っ子手当は給与に対する補助、手当に属せず、課税しないが、いわゆる「一人っ子補助」とは各地では決めた金額基準内の補助である。

(3)個人所得税法第4条の規定により、会社が一回きりの着任手当3万元を従業員に支給した場合、個人所得税を免除することができるが、さもなければ、「給与、給与所得」の項目で会社が個人所得税を代納しなければならない。
３、労働契約解除によって得られた補償金の超過部分について課税するか？
(1)現行個人所得税政策により、個人は会社と労働関係を解除し、得た一時補償金収入について、その収入が地元の前年度従業員の平均給与3倍金額を下回るのに対して個人所得税を免除するが、上回った部分に対して規定により、個人所得税を課税しなければならない。

(2)上述の言う会社は、従業員との労働契約の期限満了後、契約を更新しない為に、従業員に与えた経済補償金について、双方の労働関係がすでに終了したので、会社が支払った経済補償金は関連規定に合致せず、実際に補償金として見なすべからず、規定により個人所得税を課税しなければならない。

４、企業が贈呈した贈物について課税すべきか？

会社が販売促進、展示において、贈呈した贈り物に対して課税されない状況は以下の通りに限るものとする。

会社が割引、値引き方式で個人に商品（産品）を販売し、サービスを提供する。

会社が個人に商品（産品）を販売し、サービスを提供する同時に、贈物を贈呈する。例えば、会社が個人が携帯電話を購入する際、通話料、ネット接続費を贈呈する。または個人が通話費を購入する際、携帯電話を個人に贈呈する。
会社は累積消費に一定の額が達した個人に対して消費累積のポイントでプレゼントをフィード・バックする。

５、個人は二箇所以上収入を得た場合、何処で納税申告すべきか？

(1)規定により、二箇所または二箇所以上で給与を取得した場合、納税者は自ら選択し、且つそのうちの一箇所に在職している会社の所在地の主管税務機関に固定して納税申告を行うことができる。

(2)現行個人所得税制は分類所得税制を採用し、11個徴税科目を分けて、異なる減除費用と税率を適用し、それぞれ個人所得税を計算し、課税する。分類所得税制の下で、各類の所得に単独徴税するために、異なる所得項目の間で相互相殺できないので、同一所得項目下で異なる所得に対しては、相互相殺をしてはならない。


	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	国家税務総局の個人所得税課税に関する回答（『重要法規解説』をご参照下さい）
	2012/04/11 

	2
	国家税務総局の小型微利企業企業所得税前納付関連問題に関する公告
	2012/01/01

	3
	商務部の外商投資商業分野管理弁法補充規程(五)
	2012/04/10

	4
	衛生部の中外合資、合作医療機構管理弁法（改訂徴集意見稿）公開徴集意見に関する通知
	2012/04/13

	5
	国務院の更なる小型微利企業健康発展の支持に関する意見
	2012/04/19

	6
	国務院の輸入強化対外貿易平衡発展の促進に関する指導意見
	2012/04/30

	7
	商務部の機電産品国際入札機構資格管理弁法
	2012/06/01


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は当事務所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。

注②：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ当事務所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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